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研究成果の概要（和文）：本研究では、住民セグメンテーションに基づく災害リスクコミュニケーション施策の
検討を行った。結果として、住民個人の備えを促すセグメンテーションにおいては、個人属性では年齢が、経験
では被災経験数が、地域活動では地域活動の参画の有無が重要な変数であること、地域の備えを促すセグメンテ
ーションにおいては、地域減災組織の規模（対象エリア人口）と、組織立ち上げからの経過年数が重要な変数で
あることを明らかにした。住民個人や地域の災害への備えを促進するためには、上記で記した変数に基づいてセ
グメンテーションを行って災害リスクコミュニケーションの枠組みを構築することが有効である。

研究成果の概要（英文）：This research aims at an establishment of disaster risk communication 
policies based on public segmentation. As results, it was cleared that the variables about age, the 
number of damaged experiences and the participation of community activities were important variables
 for public segmentation of individual preparedness for disaster risk, and the variables about 
scales of community-organization for disaster risk reduction and the years from their establishment 
were important for segmentation of community preparedness. It is concluded that an establishment of 
segmentation framework based on the above variables can lead to efficient risk communication to 
promote individual and community preparedness for disaster risk.

研究分野： 社会安全システム
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研究成果の学術的意義や社会的意義
従来、災害リスクコミュニケーションの枠組みの検討にあたっては、同質的な住民像を前提としたものが多かっ
たが限界があった。本研究は、住民は災害リスクに対して異質的であることを前提として行動モデルを構築、そ
れに基づくリスクコミュニケーションの枠組みの検討を行った。
災害への備えや対応の行動モデルの文脈において、異質性を前提にした行動モデルに関する研究は少なく、本研
究成果は希少な学術的な成果と位置付けられる。また、本研究では、住民や地域特性に応じた災害リスクコミュ
ニケーションの枠組みを示した。実際の施策の充実にあたって十分検討に値する成果であり、研究成果は十分な
社会的意義があるものとして捉えられる。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属されます。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
(1) 近年，欧州諸国を中心に，災害リスク認知の向上が必ずしも実際の減災行動につながらない，
という認識が広がりつつある 1)．また，研究代表者らが重ねてきた国内調査（熊本県阿蘇市，広
島県広島市・安芸太田町，東京都大島町，沖縄県うるま市）においても概ねこれを支持する結果
を得ている 2)．ハザードマップの確認やハザードの脅威を知らせるセミナーへの参加が，個々の
住民の災害リスク認知の向上に寄与することを示す研究成果はあるが，リスク認知の向上が実
際の減災行動を促すことを示す研究成果は少ない．災害リスク認知パラドックス 1)と言われる本
課題を解消し，住民の自発的な減災行動を促す災害リスクコミュニケーション施策を検討する
ことは，全国共通の喫緊の課題である． 
 
(2) こうした課題に対し，研究代表者はこれまで代表的な心理モデルの一つである防護動機理論
を用いて，個人の減災行動の解明を試みてきた．防護動機理論では，脅威評価（被災確率認知，
深刻さ認知，恐怖）と対処評価（自己効力感，反応効果性認知，反応コスト認知）によって，脅
威に対する個人の防護動機を形成し対処行動をとる，とする理論である．リスク認知は，この理
論内では脅威評価の被災確率認知と深刻さ認知に対応する．研究代表者らの分析では，種々の地
域的要因を取り除いた場合，対処評価，特に反応コスト認知の改善が減災行動の促進に寄与する
ことを示したが，脅威評価の改善の影響は地域によって異なっていた．また，減災行動に対する
防護同期理論の当てはまりの程度がさほど高くはなかった．こうした分析結果は，災害リスクに
対して”同質的”な住民を仮定することの限界，そして，住民や地域の特徴を考慮したリスクコミ
ュニケーション施策の必要性を示唆するものであった．  
 
 
２．研究の目的 
(1) 本研究は，住民の自発的な減災行動を促すため，住民セグメンテーションを行い，それに基
づくリスクコミュニケーションの枠組みを検討，実装することが目的である．住民をセグメント
する際に有効な変数を模索し，変数群間の構造的関係を明らかにすると同時に，セグメンテーシ
ョンに基づいた情報発信を図ることにより，住民の特性に応じた災害リスクコミュニケーショ
ンが可能である．なお，減災行動として，①個人の備え，②地域の備え，③避難行動（意図）, の
三つの行動を分析対象とし，お互いの減災行動の関係に留意しながら，災害リスクコミュニケー
ションの枠組みの検討を行う． 
 
(2) 住民セグメンテーションとは，住民を同質的とみなすのではなく，その異質性を前提として
住民を区分化することを指す．元来，マーケティング分野で発展した概念であるが，公共政策分
野でも近年着目されつつある研究領域である．特に，健康増進分野では研究蓄積が進んでおり政
策展開もなされている．一方，防災・減災分野においても，その重要性を指摘する論文はあるが，
世界的に見ても研究蓄積がほぼ進んでいないのが実情である．近年の分析手法の発展，自治体の
情報公開施策の多様化などから，その研究蓄積と社会実装が著しく急がれる研究分野である． 
 
(3) マーケティング分野では，住民をセグメントする変数には，性別や年齢といった人口統計学
的変数（demographic variable）居住地を取り巻く自然環境や社会環境などの地理的変数
（geographic variable），意識や態度といった心理的変数（psychological variable），実際の行
動履歴などの行動変数（behavioral variable）などが用いられることが多い．本研究においても，
これらの変数を用いて，住民をセグメントする際に有効な変数を模索し，変数群間の構造的関係
を明らかにする．特に，防災・減災領域において，個々の住民がさらされている災害リスクの種
類や大きさはハザードの空間分布と関連が深いため，地理的変数の考慮は必須である．また，人
口統計学的変数や地理的変数は，比較的第三者によって観察しやすい変数であるが，心理的変数
は観察しにくい変数である．観察しやすい変数によるセグメンテーションは，自治体やセミナー
等を通じて直接リスクコミュニケーションを図りやすいという側面もある．本研究ではこうし
た防災・減災分野における特徴や実践も踏まえて災害リスクコミュニケーションの枠組みを検
討する． 

  



３．研究の方法 
(1) 個人の減災行動のモデル化にあたっては，質問紙調査を実施し，その調査データを用いて個
人の減災行動モデルを推計，セグメンテーションに有効な変数を模索する．なお，質問紙調査に
おいては，これまで実施してきた質問紙調査の活用できる部分は活用し，個人や地域の備え，ま
た避難行動意図モデルを構築する．地域の備えについては，新たな調査を実施したうえでセグメ
ンテーションに基づくリスクコミュニケーションの枠組みを検討する． 
 
(2) 具体的なモデル化にあたっては，潜在的クラスロジットモデルを利用し，EM アルゴリズム
を用いてパラメータ推定を行う．潜在的クラスロジットモデルは，マーケティング分野でしばし
ば利用されており，潜在的な住民クラスと個人行動を表現するロジスティック関数を同時に推
計するモデルである．住民クラスを特徴づける変数は，そのまま住民セグメンテーションの実施
に有効な変数として解釈できるため，本研究の目的と相性がよい．住民クラスの説明変数として
人口統計学的変数や地理的変数，行動変数を用い，行動モデルの変数として心理的変数を用いる
ことによって防災・減災分野のニーズに即した住民セグメンテーションが可能となる． 
 
 
４．研究の方法 
(1) 個人の備えを促すセグメンテーションにおいては，個人属性では年齢が，経験では被災経験
が，地域活動では地域活動の参画の有無が重要な変数であることを明らかにした 3) ．また，地
域の備えを促すセグメンテーションにおいては，地域減災組織の規模（対象エリア人口）と，組
織立ち上げからの経過年数が重要な変数であることを明らかにした 4)．また，避難行動意図のセ
グメンテーションという観点からは明確な結果は得られなかったが，個人の備えと避難行動意
図の関係から，避難経路確認や非常持ち出し品の備えといった避難の備えの実施が，避難行動の
対象評価認知（自己効力感，反応効果性，反応コスト）を改善させ，それが結果として避難行動
意図の醸成につながることを明らかにした 5)．個人の備えの促進が結果として避難行動意図の醸
成につながることを示す結果であり，個人の備えを促すセグメンテーションは，避難行動意図に
も影響を及ぼすことを支持する結果である． 
 
(2) 当初掲げた研究目的は，住民のセグメンテーションに基づくリスクコミュニケーションの枠
組みの検討であったが，分析過程において自治体の対策・対応が住民の備えの意思決定に影響を
及ぼす重要な変数の一つであることが明らかとなった．すなわち，自治体によって災害対策・対
応の実態が異なり，自治体の災害対策・対応の特徴を考慮した住民のセグメンテーションが必要
であることが明らかとなった．この点は当初想定していなかったテーマであったが，その必要性
から，平成 30 年 7 月豪雨時の災害対応（特に避難情報施策）の各自治体の特徴をまとめた 6)．
主な分析結果について，市町村によって「避難準備・高齢者等避難開始」発令の対応に大きなば
らつきがあることを明らかとした．住民のセグメンテーションの実施にあたって，自治体のセグ
メンテーションも必要であるとする示唆は，当初想定していなかった視点であるが，今後の研究
展開に大きく寄与するものであった． 
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